
■ 政策総点検論点別予算反映状況

政策分野及び論点 主要な施策・事業 反映状況

○県産農畜産物の大都市圏での販売ＰＲと商談会の開催の支援 ○

○岐阜県の富有柿ブランドを守るための産地構造改革の支援 ○

○岐阜県の農業・農村の振興方向を示す新しいビジョンの策定 ◎

○安全・安心な農産物を生産する力強い産地づくりの推進 ◎

○地域のブランドを活用した新たな販売戦略の構築 ◎

○担い手を総合的に支援するための協議会に対する支援 ◎

○農地を守り地域の担い手を確保する集落営農組織等の育成支援 ◎

○意欲ある就農希望者の安定的な確保支援 ◎

○定年帰農者や離職者等に対し農林業への再就業支援 ◎

○農業・農村の持つ多面的機能の発揮 ○

○地域内流通の仕組みの構築による地産地消の推進 ○

○地域で生産される農産物への理解を深める取組の推進 ◎

○ぎふクリーン農業制度の抜本的改革 ◎

○店頭での優位性を確保するための技術開発とＰＲの推進 ○

○森林づくりの担い手の育成・確保 ○
○県産材を使った木造住宅のＰＲ及び公共施設の木造化・内装木質
化の支援 ◎

○飛騨地域における製材・乾燥施設の導入の支援 ○

○県産材利用対策の推進（川上から川下までの総合対策） ◎

○森林所有者に対する経営・技術講習などの支援 △

○農業を支える生産基盤の整備 ◎

○農業農村整備に関する基本計画の策定 △
1 農林畜水産業振興
7 都市との交流促進

○団塊の世代などの定年帰農、農山村定住を促すためのＰＲ及びグ
リーン・ツーリズム推進団体への支援 ◎

○県のグリーン・ツーリズムを紹介するフェア開催 ◎

○農村地域へ都市住民を呼び込む地域の取組を支援 ◎

○都市からの来訪者を受け入れる快適な交流基盤整備の推進 ○

○「岐阜県食育推進基本計画」の策定 ○
○食と農の結びつきを知り地域で生産される農産物への理解を深め
る取組の推進 ◎

○農協の営農指導機能の強化 ○

○産地づくり・ブランド化に向けた農業改良普及センター活動の推進 ○

○「岐阜県産業振興ビジョン」策定 ○

○中小企業制度融資貸付金の充実 ○

○県内産業活性化技術開発事業費補助金の創設 ○

○産地ブランドの推進 （○）

○地場産業製品百貨店等販路拡大事業の創設 ○

○商品企画力・技術力・販売力の強化に向けた支援策 ◎

○「ぎふブランド戦略」の推進 ◎

○商標法改正を契機とした産地ブランドの活用推進 （○）
○商工会、商工会議所、中小企業団体中央会等の機能強化及び活
性化支援 ○

○中小企業金融の円滑化支援 ○

○産業関係公共施設の有効活用の推進 ○

2 地場産業振興
10 中小企業支援

1 農林畜水産業振興
5 林業振興、林業の担い手
の育成・確保

1 農林畜水産業振興
6 農業を支える基盤づくり

1 農林畜水産業振興
8 食育、食農教育の推進

1 農林畜水産業振興
9 関係機関の連携強化

1 農林畜水産業振興
3 地産地消の推進

1 農林畜水産業振興
4 ぎふクリーン農業

1 農林畜水産業振興
1 農林畜水産物の産地づく
り・ブランド化

1 農林畜水産業振興
2 農業後継者問題と農業経
営

凡例　◎…新規事業対応、○…継続事業対応
　　　　△…既定予算対応、－…予算対応不要
　　　　　※（　）は１７年度対応済
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■ 政策総点検論点別予算反映状況

政策分野及び論点 主要な施策・事業 反映状況

凡例　◎…新規事業対応、○…継続事業対応
　　　　△…既定予算対応、－…予算対応不要
　　　　　※（　）は１７年度対応済

○ＯＲＩＢＥファッションプラザの解散（平成１７年７月末） －

○オリベデザインセンター・オリベ想創塾の見直し ◎

○「ぎふブランド戦略」の策定 ◎

○「ぎふブランド戦略」の推進 ◎

○ＯＲＩＢＥコンソーシアムの廃止等（Ｈ１７　１６１，４８８千円） －

○アクティブＧ・ＴＡＫＵＭＩ工房に対する県関与の見直し ○

○(財)岐阜県産業文化振興事業団の業務・組織のあり方 －

○海外市場展開への支援 ◎

○県内産業の技術継承支援 （○）

○企業ＯＢ等組織化支援事業の創設 ○
○高度なものづくり技術を含めた、技術・技能等の継承（向上）や人
材育成に向けた総合的な支援 ◎

○産業労働部内に「ぎふブランド振興課」を新設 －

○産地ブランドの推進 （○）

○地場産業製品百貨店等販路拡大事業の創設 ○

○県産品販売促進大作戦の推進 ○

○県産品愛用の促進 ○

○「ぎふブランド戦略」の推進 ◎

○商標法改正を契機とした産地ブランドの活用推進 （○）

○百貨店、スーパー、コンビニとの連携 ◎

○中日本高速道路㈱との連携 △

○道の駅との連携 ○

○「コンパクトでにぎわいあふれるまちづくり」の推進 ◎

○商店街活性化支援施策の総合的見直し ◎

○ポスト万博誘客推進事業の実施 ◎

○観光産業の振興に向けた課題･方向性の明確化 ○
○中部圏の広域観光の推進を図るための中部広域観光推進協議会
における事業の推進 ○

○中日本高速道路㈱との連携 △
○ビジットジャパンキャンペーンとの連携を図りつつ、ニーズに対応し
た観光情報の発信など各種施策を推進 ○

○ひだみの産業観光推進事業の創設 ○
○平成１９年度に実施予定のＪＲデスティネーションキャンペーンに向
けた全国宣伝販売促進会議の開催 ○

4 交流産業振興
17 ｲﾍﾞﾝﾄ･ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝの積極的
な展開

○岐阜県コンベンションサポートプロジェクトの立ち上げ
○コンベンション誘致活動の推進 ◎

○中部圏との連携強化 ○

○企業誘致体制の強化 △

○関テクノハイランド内における中核ヘリポート建設計画の廃止 －

○企業誘致基本方針の見直し △

○工場適地の掘り起こし △

○企業立地促進事業補助制度の創設 ◎

○基幹企業立地促進事業補助制度の創設 ◎

○工業団地情報基盤整備の促進 （○）

5 企業誘致
19 優遇措置等

3 中心市街地振興
14 中心市街地の活性化

4 交流産業振興
15 国際・広域観光の推進

4 交流産業振興
16 産業観光の推進

5 企業誘致
18 基本的な方向性

2 地場産業振興
12 技能の伝承

2 地場産業振興
13 県産品の販売強化

2 地場産業振興
11 オリベプロジェクトとブラン
ド戦略
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■ 政策総点検論点別予算反映状況

政策分野及び論点 主要な施策・事業 反映状況

凡例　◎…新規事業対応、○…継続事業対応
　　　　△…既定予算対応、－…予算対応不要
　　　　　※（　）は１７年度対応済

○ワンストップ窓口の拡充 ○

○人材供給に関する連携強化 ◎
6 新産業振興
20 知識産業の育成 ○「岐阜県産業振興ビジョン」の策定 ○

○情報通信セキュリティ人材育成センターの整備 （○）
○若年者対象のデュアルシステム（実務・教育連結型人材育成シス
テム）の実施 ○

○若年者対象の就職基礎能力速成講座の実施 ○

○障害者対象のｅ－ラーニング遠隔教育訓練の実施 （○）

○企業ニーズと時代の変化に対応した産業人材の育成 ○

○ベンチャー企業高度化人材マッチングサポート事業の創設 ○

○エンタープライズ岐阜体制の見直し ○

○ベンチャー投資による企業支援 ◎

○新事業支援施設整備費補助金の廃止（Ｈ１７　１６，０００千円） －

○情報通信セキュリティ人材育成センターの整備 （○）

○指定管理者制度の導入 ○

○人材育成機能の拡充 ○

○産業高度化機能の拡充 ○

○地域情報化機能の見直し ○

○研究開発支援機能の見直し ○

○適正な人員配置・組織改革 －

○施設の有効活用 －

○ものづくりベンチャー企業育成支援事業の強化 ◎

○３次元ＣＡＤ研修の充実 ○

○岐阜県ロボット産業推進協議会（仮称）の設置 ◎

○卒業生の県内定着の促進 ○

○地域連携講座の拡充 ○

○「新ＩＡＭＡＳビジョン（仮称）」の作成 ◎

○科学技術基本戦略策定基礎調査の実施 （○）
○重点研究開発課題と地域密着型研究開発課題とのバランスの調
整 ○

○研究開発に関する総合的な検討 ○

○ＰＲ活動の強化 ◎

○技術支援・技術指導の充実 ◎

○都市エリア産学官連携促進事業の実施 ○

○関係部局との連携強化 ○

○県民のニーズに合致した体制整備 ○

○科学技術の企画指導 ○
7 研究開発
28 東濃研究学園都市構想 ○研究機関等の誘致 ○

○「団塊の世代」人材活用推進のための調査 （○）

○「ぎふ働く人の応援プラン(仮称)」の策定 ○

○若年者職業訓練利用券給付モデル事業の実施 ○

○Ｕターン戦略の推進 ○

8 雇用創出
29 就職支援

6 新産業振興
24 テクノプラザプロジェクト

6 新産業振興
25 ＩＡＭＡＳ（情報科学芸術大
学院大学・国際情報科学芸
術アカデミー）

7 研究開発
27 試験研究の体制

7 研究開発
26 試験研究機関の研究のあ
り方

6 新産業振興
21 人材育成

6 新産業振興
22 ベンチャー企業に対する
支援

6 新産業振興
23 ソフトピアジャパンプロジェ
クト

5 企業誘致
19 優遇措置等
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■ 政策総点検論点別予算反映状況

政策分野及び論点 主要な施策・事業 反映状況

凡例　◎…新規事業対応、○…継続事業対応
　　　　△…既定予算対応、－…予算対応不要
　　　　　※（　）は１７年度対応済

○超少子化社会の働き方を考えるリレーシンポジウムの開催 （○）

○インターンシップの活性化 ◎

○人材チャレンジセンターの活用 ○

○若者自立塾の活用によるニート対策 △

○Ｕターン対策の推進 ○
○若年者対象のデュアルシステム（実務・教育連結型人材育成シス
テム）の実施 ○

○若年者対象の就職基礎能力速成講座の実施 ○

○障害者対象のｅ－ラーニング遠隔教育訓練の実施 （○）

○国際たくみアカデミー運営協議会（仮称）等の設立 ◎
○国際たくみアカデミーにおける若年者対象のデュアルシステムの推
進 ○

○職業能力開発校を活用した障害者の職業能力開発 ○

○交通渋滞対策の実施 ○

○道路整備における優先順位の検討 ○

○中部圏との連携を強化する幹線ネットワーク道路の整備 ○

○農道整備における優先順位の検討 ○

○林道整備における優先順位の検討 ○

○集中豪雨・落雷対策（道路冠水対策、トンネル設備保守）の実施 （○）

○被災箇所における道路整備の実施 ○

○道路防災事業、道路補修事業の実施 ○

○アセットマネジメントの導入 ○

○橋りょう耐震化の推進 ○

○防災対策事業の推進 ○

○道路交通安全施設の整備方針の検討 ○

○電線類地中化（無電柱化）の推進 ○

○全県花街道整備事業の見直し ○

○公共交通の広域ネットワーク化推進のための支援 △
○より効果的・効率的なコミュニティバスへの転換促進、路線バスの
維持及びバス輸送サービス水準の向上のための支援 ○

○第三セクター鉄道の維持・活性化及び安全性・利便性の向上のた
めの支援 ○

○「ＩＴ活用プラン（仮称）」策定調査の実施 （○）

○一体的、総合的な情報化施策の展開 －

○行政情報提供基盤の整備 （○）

○岐阜情報スーパーハイウェイの一層の活用 ○

○市町村情報化の促進 ◎

○情報通信セキュリティ人材育成センターの整備 （○）

○セキュリティ監査導入 ○

○北方住宅を含めた県営住宅全体の整備計画の検討 ○

○入居条件の緩和 －
○ﾒﾓﾘｱﾙｾﾝﾀｰは、平成２６年度での指定管理者制度の導入を予定 ○
○長良公園は、平成１９年度での指定管理者制度導入を予定 ○

○公園運営に住民が参加できる仕組みを導入 ○

12 住宅
37 公営住宅

13 公園
38 公園の管理運営

10 公共交通
33 公共交通の維持・確保

11 ＩＴ（情報技術）戦略
34 岐阜県ＩＴ戦略の推進

11 ＩＴ（情報技術）戦略
35 ＩＴの活用

11 ＩＴ（情報技術）戦略
36 情報セキュリティ対策

8 雇用創出
30 職業能力開発

9 道路整備
31 地域の発展のための道路
整備

9 道路整備
32 安全で快適な道路環境の
整備

8 雇用創出
29 就職支援
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■ 政策総点検論点別予算反映状況

政策分野及び論点 主要な施策・事業 反映状況

凡例　◎…新規事業対応、○…継続事業対応
　　　　△…既定予算対応、－…予算対応不要
　　　　　※（　）は１７年度対応済

13 公園
39 花フェスタ記念公園 ○指定管理者制度の導入 ○

○全県域下水道化構想の見直し △

○木曽川右岸流域下水道事業の推進 ○

○市町村公共下水道事業の促進 ○

○農村下水道の整備(農業集落排水事業) ○

○個人下水道の整備促進（浄化槽設置整備事業） ○

○「岐阜県まちづくりビジョン」の策定 ◎

○「県都岐阜市のまちづくり構想」の策定 ◎

○市街地再開発事業の促進 ○

○岐阜駅周辺連続立体交差事業の事業展開 ○

○関連事業や組織の主な見直し ◎

○運動拠点の位置付け ○
16 消防防災
43 消防力の強化及び消防団
の活性化

○消防団組織・制度の多様化 ○

○防災サポーターズ強化支援事業の実施 ○

○自主防災組織支援事業の実施 ○

○「岐阜県災害時要援護者支援対策マニュアル」の見直し （△）

○災害時要援護者対策の主体となる市町村の活動支援 △

○「危機管理対応指針」の策定 （△）

○「岐阜県国民保護計画」の作成 （○）

○危機管理部門の組織改正 －

○危機管理に関する研修 ◎

○「危機管理マニュアル」の点検 ◎

○潜在リスクの洗い出し及び危機管理訓練 ◎

○過去の危機事案のデータベース化 ◎

○国民保護に係る市町村指導及び訓練 ◎

○原子力災害対策の強化 △

○総合防災情報システムの課題調査 （○）

○震度情報ネットワークシステムの点検 （○）

○消防・救急無線のデジタル化整備 ◎

○防災情報通信システム（防災行政無線システム）の更新 ○

○震度情報ネットワークシステムの更新 ◎
16 消防防災
48 広域防災センター ○広域防災センターの機能強化 △

○「災害時要援護者支援対策マニュアル」の見直し （△）

○市町村防災カルテ事業の実施 ○

○「次期地震防災行動計画（平成１８～２２年度）」の策定及び推進 ○

○私立学校耐震整備事業費補助制度の創設 ○

○県有建築物耐震補強工事 ◎

○県立学校の耐震補強・改築工事の推進 ○

○木造住宅耐震化の促進 ○

16 消防防災
47 防災情報の収集及び提供
システムの構築

17 大規模地震対策
50 耐震化対策

17 大規模地震対策
49 東海・東南海地震等大規
模地震対策

15 まちづくり
42 花の都ぎふ運動

16 消防防災
44 自主防災組織等の育成
強化
16 消防防災
45 災害時要援護者対策

16 消防防災
46 危機管理体制の強化

14 下水道
40 全県域下水道化構想

15 まちづくり
41 まちづくり
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■ 政策総点検論点別予算反映状況

政策分野及び論点 主要な施策・事業 反映状況

凡例　◎…新規事業対応、○…継続事業対応
　　　　△…既定予算対応、－…予算対応不要
　　　　　※（　）は１７年度対応済

○民間建築物の耐震性の確保 ◎

○保育所の耐震化の推進 △

○地震等防災意識調査の実施 （○）

○地震防災フォーラムの推進（圏域別） ○

○防災教育の充実 ○

○「新緊急間伐推進五ヶ年計画」の策定 ○

○総合的な治水対策プランに基づく事業の実施 ○
18 治山・治水
53 治水対策の方針 ○総合的な治水対策プランの策定・推進 ○

○異常堆積土砂の除去 ○

○土石流・流木対策事業 ○

○緊急的な水害対策の推進 ○

○避難所対策、災害時要援護者対策の重点実施 ○

○治山、砂防が連携した流木災害防止対策 ○

○農業用排水機場やため池の改修の推進 ○

○特別警戒水位の設定 ○

○山地防災情報伝達の総合的な整備の推進 ○

○河川情報ネットワークの再構築 ◎

○砂防基礎調査、情報基盤緊急整備事業の重点実施 ○

○ため池ハザードマップによる減災対策の推進 ○

○山地防災情報伝達の総合的な整備の推進 ○

○中山間地域における生産・生活基盤の強化 ○

○農村振興ＧＩＳの活用など森林パトロール体制の強化 －

○国等と連携した水防演習の実施 ◎

○県水防協会と連携した水防研修の充実 ○

○交通安全計画の策定 △

○高齢者交通安全教育事業の拡充 ○

○警察官の増員 ○

○交番相談員等の拡充 ○

○ボランティア、市町村職員に対する研修会の実施 △

○地域安全活動ネットワークづくり事業の拡大 ○

○事業者指導を強化するためのネットワークづくり （△）

○事業者指導を強化するための人材配置 △

○総合的な消費者施策の推進 △

○マンモグラフィの導入促進 ○

○健康づくりの人材養成 ○

○南飛騨ＣＡＭ国際シンポジウムの見直し ○

○脳医学研究振興補助事業の廃止（Ｈ１７　９，４５２千円） －

○「岐阜県食育推進基本計画」の策定 ○

○こころの健康づくり・自殺予防対策の推進 ◎

○(財)岐阜県健康長寿財団の組織体制の見直し ○

17 大規模地震対策
50 耐震化対策

19 交通安全・防犯
59 警察力強化

19 交通安全・防犯
60 地域住民との協働による
安全・安心まちづくり
19 交通安全・防犯
61 消費生活

20 健康・医療
62 健康づくり対策

18 治山・治水
56 農山村の生活安全対策
の推進

18 治山・治水
55 ソフト事業の充実

18 治山・治水
57 水防団

19 交通安全・防犯
58 交通安全の推進

17 大規模地震対策
51 危機意識向上

18 治山・治水
52 安心して暮らせる生活基
盤の整備

18 治山・治水
54 ハード整備の推進

18 治山・治水
55 ソフト事業の充実
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■ 政策総点検論点別予算反映状況

政策分野及び論点 主要な施策・事業 反映状況

凡例　◎…新規事業対応、○…継続事業対応
　　　　△…既定予算対応、－…予算対応不要
　　　　　※（　）は１７年度対応済

○「南飛騨総合医療センター（仮称）整備計画」の見直し ○

○地元地域との連携強化と誘客の促進 △

○新下呂温泉病院の整備基本計画の策定 ○

○先端的・先駆的医療技術導入事業の見直し ○

○南飛騨健康増進センターの誘客促進 ○

○飛騨御嶽高原高地トレーニングエリアの活用 ○

○小児救急を担う医師の確保等 ○

○小児救急拠点病院の運営支援 ○

○岐阜県医療対策協議会の設置等 ○

○県立多治見病院耐震病棟の整備 ○

○県立病院における大規模災害想定訓練の実施 △

○小児救急医療体制の充実 ○

○歯科衛生士の養成と活用 ○

○より効果的な介護予防の推進 ◎

○介護サービスの質の向上 ◎

○老人福祉施設整備のあり方の見直し ○
○高齢者の生きがい・健康づくり及び地域貢献・能力活用支援施策
の推進 ◎

○団塊の世代の活用・支援 △

○発達障害者支援センターの設置 （○）

○知的障害・重症心身障害児（者）地域生活支援調査の実施 （○）

○地域療育・生活支援体制の拡充 ◎

○地域における発達障害児（者）支援体制の整備 ◎

○重症心身障害児（者）に対する適切なサービス提供体制の確保 ◎

○岐阜市鷺山地区障害者福祉施設の見直し ◎

○意見・情報交換の場づくりと地域社会への普及啓発の推進 ○

○市町村等の既存組織と連携した活動支援 ○
21 福祉
69 福祉医療制度 ○県単独福祉医療制度の見直し ◎

○果樹のスピードスプレーヤ（送風機付き大型動力散布機）防除にお
けるドリフト(農薬飛散)軽減対策 ◎

○残留農薬検査等の実施 ◎

○食品表示等適正化検査の実施 ◎

○食品安全リスクコミュニケーション等の推進 ○

○食品表示の適正化を進めるための指導・検査等の実施 ○

○健康食品に関する相談体制の充実と監視・指導体制の強化 ○

○食用牛のＢＳＥ全頭検査の実施 ◎

○死亡牛に対するＢＳＥ検査の実施 ○

○家畜の衛生指導に関する情報交換、普及啓発などの実施 ○

○岐阜県少子化対策推進本部（本部長：知事）の設置 －

○人口・少子化問題研究会の設置（平成１７年１０月に設置） ○

○県組織の見直し －

○少子化対策県民運動の促進 ◎

21 福祉
66 高齢者の活用

21　福祉
68 ふるさと福祉村

22 食品安全
70 食品の安全確保対策

22 食品安全
71 ＢＳＥ対策

23 少子化対策
72 推進体制

20 健康・医療
64 医療体制の整備と医療従
事者の確保・育成

21 福祉
65 高齢者福祉

21 福祉
67 障害者福祉

20 健康・医療
63 南飛騨国際健康保養地
構想
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■ 政策総点検論点別予算反映状況

政策分野及び論点 主要な施策・事業 反映状況

凡例　◎…新規事業対応、○…継続事業対応
　　　　△…既定予算対応、－…予算対応不要
　　　　　※（　）は１７年度対応済

○地域子育て活動グループ特別支援事業費補助金の創設 ◎

○乳幼児医療費助成制度の見直し ○

○子育てサポーター養成講座の修了者等の活用 ○

○超少子化社会の働き方を考えるリレーシンポジウムの開催 （○）

○総合施設モデル事業の実施 （○）

○地域における相互援助活動の促進 ○

○企業が共同で実施する育児支援の促進 ◎

○放課後児童クラブの拡充 ○

○保育所の耐震化の推進 △
23 少子化対策
75 支援情報や相談に関する
総合窓口の必要性

○岐阜県子育て総合相談窓口（仮称）の開設 ◎

○若年者職業訓練利用券給付モデル事業の創設 ○

○青少年命のふれあい講座事業の展開 ◎

○小児救急を担う医師の確保等 ○

○小児救急拠点病院の運営支援 ○

○新生児聴覚障害対策事業の開始 （○）

○安心な「お産」推進事業 ◎

○不妊治療費助成の充実 ○

○小児救急医療体制の充実 ○

○新生児聴覚障害対策事業の拡充 ○

○不妊治療費助成の拡充 ○

○要保護児童対策地域協議会の設置促進 △

○児童の里親への委託の推進 ◎

○「岐阜県ＤＶ防止等基本計画（仮称）」の策定 ◎

○民間支援者の養成 ◎

○ＤＶ相談窓口の拡充 △

○ＤＶ被害者の自立支援の推進 ◎

○男女共同参画推進サポーターとの協働による取組の拡充 ○

○男女共同参画に関する情報拠点・相談窓口の設置 ◎

○人権啓発出前講座の拡充 （△）

○人権啓発事業の拡充 ○
26 人権施策の推進
82 同和施策の推進 ○同和問題啓発事業の推進 ○

○「第９次鳥獣保護事業計画」及び岐阜県有害鳥獣捕獲実施要領の
改正 （△）

○ニホンジカ被害対策指針、ツキノワグマ学習放獣ﾏﾆｭｱﾙの策定 （○）

○傷病野生鳥獣保護センター（仮称）等の整備 ◎

○岐阜県レッドデータブックの見直し ○
27 自然環境
84 身近な自然環境の保全 ○公共事業における自然共生の推進 ○

○「新緊急間伐推進五ヶ年計画」の策定 ○

○森林整備特別枠予算の拡充 ○

○国に対して施策等の要件緩和を提案 －

27 自然環境
83 生物多様性の確保

28 森林保全
85 間伐の実施

24 児童虐待・ＤＶ対策
78 児童虐待

25 男女共同参画
80 男女共同参画社会づくり
の推進
26 人権施策の推進
81 人権啓発の推進

24 児童虐待・ＤＶ対策
79 ＤＶ（配偶者等からの暴
力）対策

23 少子化対策
73 子育て家庭を社会で支援
する環境の整備

23 少子化対策
74 仕事と子育ての両立支援

23 少子化対策
76 次代の親づくり

23 少子化対策
77 妊娠・出産、小児救急へ
の支援体制
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■ 政策総点検論点別予算反映状況

政策分野及び論点 主要な施策・事業 反映状況

凡例　◎…新規事業対応、○…継続事業対応
　　　　△…既定予算対応、－…予算対応不要
　　　　　※（　）は１７年度対応済

○岐阜県森林づくり基本条例（仮称）の制定に関する検討 ◎

○市町村森林管理システム導入促進事業 ○
○森林整備法人における森林整備のあり方に関する意見交換会の
開催 ◎

○全国植樹祭を契機とした県民みんなで支える森林づくり運動の推
進 ◎

○県民みんなで支える森林づくりの拠点設置 ◎

○不在村所有者の放置森林への対応 △
28 森林保全
87 ぎふ森づくり県民税（仮
称）

○森林づくり１０００人委員会をはじめとする意見交換の実施 ◎

○環境管理システム調査の実施 （○）

○岐阜県環境配慮事業所登録事業の実施 ○

○企業における環境保全の取組支援 ◎

○次期環境基本計画の策定 ○

○危機管理の視点から、施策を総合的に実施 △

○岐阜県アスベストの排出及び飛散の防止に関する条例の制定 △

○アスベスト使用建築物の解体等に伴う融資・利子補給制度の創設 ○

○環境監視体制の強化 ○

○環境危機管理対策事業の実施 ◎

○河川の水質環境基準類型指定の見直し ○

○水環境づくり日本一・ぎふ推進会議の運営 ○

○土壌・地下水汚染浄化対策の推進 ○

○瑞浪超深地層研究所に係る環境保全協定の締結 △

○環境危機管理対策事業の実施 ◎

○ぎふ地球環境大学養成講座の充実 ○

○人材データベースの構築 ○

○新たなＥ講座の設置 ○

○圏域別環境塾の充実 ○

○環境情報の充実 ○

○「岐阜県地球温暖化防止アクションプラン」の策定 （○）

○温室効果ガス排出量取引制度の推進 （○）

○ＣＯ２削減の支援 ◎

○「岐阜県地球温暖化防止推進計画」の改訂 ◎

○岐阜県リサイクル認定製品フェアの開催 （△）

○廃棄物リサイクル認定製品の認定の厳格化、利用促進 ○

○リサイクル産業育成支援 ◎

○東海３県１市グリーン購入キャンペーンの実施 ○

○レジ袋削減で森づくり事業の実施 ○

○キッズ（小学生）向け地球温暖化防止教育プロジェクト ○

○新エネルギー親子体験ツアーの実施 ○

○木質系エネルギー資源供給システム調査の実施 ◎

○新エネルギー導入に向けた施策の推進 ○

○省エネルギー技術の普及に向けた施策の推進 △

30 地球温暖化対策
95 もったいない・ぎふ県民運
動
30 地球温暖化対策
96 新エネルギーの推進

30 地球温暖化対策
94 ３Ｒ（リデュース（発生抑
制）、リユース（再使用）、リサ
イクル（再生利用））

29 環境保全
90 水循環の健全化

29 環境保全
91 土壌・地下水環境の保全

29 環境保全
92 環境教育の推進

30 地球温暖化対策
93 二酸化炭素排出削減

29 環境保全
88 企業による取組の推進

29 環境保全
89 大気環境の保全

28 森林保全
86 森林づくり３０年構想の推
進
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■ 政策総点検論点別予算反映状況

政策分野及び論点 主要な施策・事業 反映状況

凡例　◎…新規事業対応、○…継続事業対応
　　　　△…既定予算対応、－…予算対応不要
　　　　　※（　）は１７年度対応済

○産業廃棄物処理動向調査の実施 （○）

○建設廃棄物選別資源化センター認定制度の創設 ○

○産業廃棄物処理施設の整備 ◎

○(財)地球環境村ぎふの廃止（Ｈ１７　３５，７２１千円） ◎

○産業廃棄物処理動向調査の実施 （○）

○産業界・国・他県市との連携の強化 △

○「岐阜県廃棄物処理計画」の中間見直し △

○廃棄物リサイクル認定製品の認定の厳格化、利用促進 ◎

○東海３県１市グリーン購入キャンペーンの実施 ○

○危機管理の視点からの迅速、透明かつ厳格な対応 △

○不法投棄監視パトロール支援システムの構築 ○

○可搬式監視カメラの導入 （○）

○岐阜県・岐阜市廃棄物不適正処理対策調整会議の定期的開催 △

○市町村職員への産業廃棄物処理施設等立入権の付与 △

○監視指導体制の充実・強化 ◎

○不法投棄未然防止対策 △

○悪質な事案に対し、摘発を目的とした２４時間監視体制の整備 ○

○県民、協力団体との連携強化 ○

○監視システムの拡充 ○

○学習状況の調査 ○

○学力向上プロジェクトの推進 ○

○総合的な学習の時間の成果の検証 △

○総合的な学習の時間の優れた実践例の紹介 △

○人物本位の教員採用の充実 ○

○経験年数、個々の課題に応じた研修の充実 ○

○民間企業等派遣研修の継続と学校組織マネジメント研修の拡充 ○

○指導力不足教員に対する研修の実施と厳正な対処 ○

○学校業務等の見直しと精選 －

○学ぶ機会の多様化 －

○少人数学級の拡充 ◎

○少人数指導の充実 ○

○幼小連携の充実 －
○養護学校の整備
○「養護学校整備プラン」の策定 ◎

○養護学校スクールバスの整備 ○

○特別支援教育体制の一層の充実 ◎

○文化財を活用した体験学習の推進 ○

○地歌舞伎・文楽・能など伝統芸能の保存と継承 ○

○県立図書館におけるふるさと学習の支援 －

○スクールミュージアムの推進 ○

○県立博物館施設の無料開放 －

32 教育
102 特別支援教育

32 教育
103 ふるさと教育の推進

31 廃棄物処理
98 廃棄物処理

31 廃棄物処理
99 不適正処理

32 教育
101 少人数教育

32 教育
100 ゆとりある教育と学力向
上

31 廃棄物処理
97 地球環境村構想
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■ 政策総点検論点別予算反映状況

政策分野及び論点 主要な施策・事業 反映状況

凡例　◎…新規事業対応、○…継続事業対応
　　　　△…既定予算対応、－…予算対応不要
　　　　　※（　）は１７年度対応済

○私立学校耐震整備事業費補助制度の創設 ○

○私立学校教育振興費補助金の充実 ○

○授業料軽減補助金、進学奨励費貸付金等の充実 ○

○高校生県庁インターンシップ（ｼﾞｮﾌﾞ･ｼｬﾄﾞｳｲﾝｸﾞ）を試行的に実施 △

○キャリア教育推進地域指定事業の推進 －

○キャリア教育実践プロジェクトの推進 －

○高校生インターンシップ推進事業の拡充 ○

○「県立全寮制中等教育学校整備計画」の留保 ◎

○「県立全寮制中等教育学校整備計画」の見直し ◎

○岐阜県まるごと学園放送局の開局 （△）

○岐阜県まるごと学園放送局の活用 ○

○情報モラル、情報活用能力の向上に係る教員研修の充実 ○

○岐阜県まるごと学園ﾃﾞｼﾞﾀﾙしんぶんｺﾝｸｰﾙの廃止（Ｈ17　600千円） －

○いつでも会える海外の友達支援事業の廃止（Ｈ17　2,196千円） －

○共同授業方式の見直し ○

○参加大学による自立的運営の検討 ○

○地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業の実施 ○

○県立特殊教育諸学校緊急安全対策事業の実施 （○）

○学校安全ボランティアの組織化の推進 △

○防犯に関する教職員研修の推進 △

○幼稚園・学校における通学路の安全対策の推進 －

○青少年健全育成条例の改正 （△）

○青少年に有害な環境の浄化 ◎

○青少年の健全育成のための家庭・地域社会の連携強化 △

○「団塊の世代」人材活用推進調査の実施 （○）

○岐阜県生涯学習振興指針の改定 △

○地域教育賞及び地域子ども支援賞の統合 ○

○団塊の世代を主に対象とした地域づくり講座の開設 ◎

○県図書館の蔵書の充実 ○

○遠隔地利用者へのサービスの充実 △

○市町村図書館等の連携支援の強化 ○

○学校図書館との連携モデル事業の充実 △

○世界分布図センターの有効活用 ○

○県図書館の多目的ホール及び研修室の有効活用 △

○コンビニ図書デリバリーサービスの廃止（Ｈ１７　３，６４４千円） －

○岐阜県文化振興指針の策定 △

○文化団体や市町村との協働関係の強化・充実 ○
○学校等の文化活動への支援、県立博物館施設における教育普及
活動の推進・充実 ○

○文化財や伝統芸能の保存・伝承・活用の支援の充実 ○

○岐阜県の文化財の周知・活用 ◎

○埋蔵文化財を活用した体験学習の充実 ○

○岐阜県クラフト・デザインミュージアムの見直し －

34 文化
113 文化の振興

32 教育
109 学校の安全確保

32 教育
110 青少年問題への対応

33 生涯学習
111 地域社会と生涯学習

33 生涯学習
112 県図書館機能の充実

32 教育
106 中等教育学校

32 教育
107 岐阜県まるごと学園

32 教育
108 国際ネットワーク大学コ
ンソーシアム

32 教育
104 私立学校の振興

32 教育
105 職業教育
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■ 政策総点検論点別予算反映状況

政策分野及び論点 主要な施策・事業 反映状況

凡例　◎…新規事業対応、○…継続事業対応
　　　　△…既定予算対応、－…予算対応不要
　　　　　※（　）は１７年度対応済

34 文化
114 織部賞

○第５回織部賞授賞式の見直し
○県民・地域参加型の手法の導入
○受賞者と県民の交流促進
○県内外への認知度の向上
○経費の節減

○

34 文化
115 円空大賞

○経費節減
○フォローアップの充実 ○

○飛騨・世界生活文化センター・県民フォーラムの開催 （△）

○指定管理者制度の導入 ○
○県立博物館施設（博物館、美術館、現代陶芸美術館）の一元的な
運営 ◎

○美術館及び博物館の施設のリニューアル整備 △

○平成２４年岐阜国体開催準備の推進 ○

○平成２４年岐阜国体競技役員等の養成 ○

○平成２４年岐阜国体競技施設整備の調査 （○）

○平成２４年国体特別支援事業の拡充 ◎

○トップアスリート科学サポート事業の実施 ○

○平成２４年国体特殊器具整備の実施 ○

○地域におけるスポーツの振興 ○

○優秀なスポーツ選手の県内定着 ◎

○総合型地域スポーツクラブ支援の充実 ○

○指導者の養成、活用の充実 △

○スポーツフェアやスポーツ教室の充実 ○

○学校体育施設開放事業の拡大 ○

○各地区における指導体制の充実 ○
36 ＮＰＯ・ボランティア
120 ＮＰＯとの協働 ○協働事業推進ガイドラインの活用 ○

○「公益信託ぎふＮＰＯはつらつファンド」出捐 ○

○「団塊の世代」人材活用推進調査の実施 （○）

○ぎふＮＰＯプラザ（仮称）設置 ◎

○県職員のＮＰＯ派遣研修 △

○コミュニティ研修会の開催 ○

○岐阜県コミュニティ診断士の活用 △

○過疎・山村地域の地域活力の維持・向上に向けた取組 △

○地域課題解決のための市町村との連携と大学の知恵の活用 △

○市町村における行財政改革推進への支援 －

○第３次権限移譲の推進 ○
39 財政
124 今後の財政運営 ○財政運営方針の策定 －

39 財政
125 各種補助金 －

39 財政
126 予算の適正執行等

○現行の指定金融機関について
○指定金融機関の見直しについて －

40 組織
127 組織運営

○本庁及び現地機関の組織改革の実施
○本庁組織改革
○現地機関組織改革

－

35 スポーツ
119 生涯スポーツの振興

36 ＮＰＯ・ボランティア
121 ＮＰＯに対する支援策

37 コミュニティ支援
122 コミュニティの支援策

38 地方分権
123 市町村の自立支援

35 スポーツ
118 競技スポーツの振興

35 スポーツ
117 平成２４年岐阜国体（第
67回国民体育大会）準備・開
催

34 文化
116 文化施設の有効活用
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■ 政策総点検論点別予算反映状況

政策分野及び論点 主要な施策・事業 反映状況

凡例　◎…新規事業対応、○…継続事業対応
　　　　△…既定予算対応、－…予算対応不要
　　　　　※（　）は１７年度対応済

40 組織
128 外郭団体

○外郭団体の見直しの基本方針の策定
○基本方針を踏まえた外郭団体の見直し結果
○実行委員会方式の見直し

－

41 その他
129 首都機能移転 ○首都機能移転推進対策事業の見直し ○

○外国人学校への支援 －

○多文化共生社会のための基本方針の策定 （△）

○基本方針に基づく各種施策の充実・発展 ○

○外国人児童生徒への指導体制推進のための支援 ◎
41 その他
131 公の施設の管理運営及
び指定管理者制度の導入

○指定管理者制度の導入
○指定管理者選定の妥当性確保のための見直し
○施設の管理運営実態の的確な把握と指導
○評価委員会の設置

－

41 その他
132 建設工事に係る入札及
び契約制度の見直し

○入札制度の改正（平成１７年９月１日実施、一部平成１８年度から
運用） －

○知事交際費等の支出先公開 －
○岐阜県情報公開条例の改正
○公文書の確実な管理のための措置
○岐阜県情報公開条例の解釈運用基準の明確化等

○

41 その他
130 多文化共生社会

41 その他
133 情報公開制度
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